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令 和 2 年 度 業 務 概 要

令和 2年度は、岡山県の認定を受け、公益財団法人として新たにスタートする年度となった

が、日銀が進める金利政策による低金利の状況が続く中、普通預金で保管していた基本財産

1.2 億円は第 175 回利付国債 20 年 表面利率 0.5%での運用を余儀なくされ、厳しい運営状

況が続いている。また、本県水産業は、新型コロナウィルスの猛威が収束する気配が見えず、経

済の失速に伴う、魚価の低迷など多大な影響を受けている。

こうした中、実施事業会計として、「漁業操業の安全に関する事業」、「水産資源の保護培養

に関する事業」、「水産資源の普及啓発及び水産公害の救済対策に関する事業」を、その他事

業会計として、「漁場環境の保全に関する事業」を実施した。このうち、漁業操業の安全に関す

る事業では、広報普及事業として、漁業操業の安全情報を発信するためのホームページの維

持管理のほか、ライフジャケット着用推進の啓発品を関係各所へ配布した。安全操業指導事業

では、JF 岡山女性連の海難事故防止啓発活動への助成及び岡山県漁業秩序維持対策委員

会が作成する「海の手帳」の作成にかかる費用を一部助成した。また、海難予防対策事業では、

養殖施設等の標識灯用機材、救命具及び漁船の転落防止用手すりの購入あるいは設置にか

かる費用を一部助成した。衝突等救難対策事業では、不幸にも申請対象となる海難事故 1 件

が発生した。また、育児育英資金については申請のあった 1 名に対して給付を行った。

水産資源の保護培養に関する事業では、県からの受託事業として、ガザミ、クルマエビ、ヨシ

エビ、オニオコゼの中間育成事業及び施設の維持管理業務を実施した。広域資源造成事業は

瀬戸内海海域栽培漁業推進協議会に参加し、水産庁の補助事業「栽培漁業総合推進事業」

を進めた。また、水産資源普及啓発に関する事業では、関係団体が行う水産資源の保護培養

についての普及啓発活動に協賛した。

その他事業会計では、 (公社)全国漁港漁場協会と一体となって、漁港及び漁場整備開発

事業の推進に努めた。

法人会計事業では瀬戸内海水産公益法人連絡会を開催幹事県として行うこととしていたが、

新型コロナウィルス感染拡大を受け、開催を中止し、資料取り纏めを行い、関係機関へ配布し

た。
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(1)役員

役 職 名 氏    名

理事長 濱野　力

副理事長 淺野正人

副理事長 柴田　悟

専務理事 西山　修

理    事 奥中　勉

〃 伊加一人

〃 久富益夫

〃 船田一美

〃 山下　徹

〃 三宅　章

〃 大星数馬

〃 小谷　基

〃 平田晋也

〃 藤本正文

〃 石飛博敏

監    事 村田　守

〃 岡本規利

JFEｽﾁｰﾙ㈱西日本製鉄所(倉敷)総務室室長

岡山県農林水産部水産課課長

岡山市産業観光局農林水産部部長

倉敷市文化産業局農林水産部農林水産課課長

任　期：理事)令和2年6月30日～令和4年度定時評議員会の日

            監事)平成30年5月7日～令和4年度定時評議員会の日

黒崎連島漁業協同組合代表理事組合長

牛窓町漁業協同組合代表理事組合長

岡山県漁業協同組合連合会専務理事

伊里漁業協同組合代表理事組合長

朝日漁業協同組合理事

たまの漁業協同組合日比支所長理事

児島漁業協同組合代表理事組合長

第一田之浦吹上漁業協同組合監事

下津井漁業協同組合代表理事組合長

第一下津井漁業協同組合監事

下西漁業協同組合代表理事組合長

大島美の浜漁業協同組合理事

4.　役員等に関する事項

現在数：理事　　15人(定数12～16人)　　監事　　 2人(定数3人以内)
令和3年3月31日現在

役　　　　　職

たまの漁業協同組合代表理事組合長
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令 和 2 年 度 事 業

事 業 の 概 要

１．漁業操業の安全に関する事業 （定款 第 4条第 1項第 1号 関連事業）

（1）広報普及事業

① 漁具敷設図並びに漁業操業図の広報を目的として開設したホームページの維持管理を行い、

漁業操業及び船舶航行の安全を呼びかけた。

ホームページURL  http://www.oy-suikyo.or.jp
② ライフジャケットの着用推進啓発活動の一環として啓発品を作成し、県下漁協へ配布した。

（2）安全操業指導事業

① 県漁業秩序維持対策委員会等が海難事故防止啓発活動の一環で作成、配布する「海の手帳」

の作成費用の一部を助成した。

② JF岡山女性連が漁業操業安全啓発活動の一環で行うライフジャケット着用推進運動に対し

て活動費用の一部を助成した。

（3）海難予防対策事業

① 漁業操業の安全、並びに円滑な船舶航行のために漁協等が設置する大型標識灯について、ソ

ーラーパネル電源及びバッテリー購入並びに灯器(頭部)等の購入及び標識灯等への修理に

かかる費用の一部を助成する。なお、大型標識灯の修理に該当する申請はなかった。

② 海中転落防止のための安全装置として、漁船等に手すりを取り付けた場合の費用の一部を助

成した。

③ 船外転落に備えて常時着用するために購入した救命具等について、小型船舶安全規則の基準

適合品を対象として購入費の一部を助成した。

④ 船外転落に備えて常時着用する救命具について、交換用ボンベの購入費用の一部を助成した。

⑤ 操業中の事故防止のために、漁船に操業安全に資する機器(簡易型AIS、揚網機安全装置等)
を設置した場合の費用の一部を助成することとしていたが、申請はなかった。

   事業実施項目 計画 実績 助成額 助成漁協数

①

ソーラーパネル 5枚 2枚 10,000円 県下 1漁協

バッテリー 150個 125個 187,500円 県下 6漁協

標識灯灯器 20本 13本 520,000円 県下 4漁協

標識灯部材 15本 3本 60,000円 県下 1漁協

大型標識灯修理 1基 0基 0円 申請なし

② 転落防止用手すり 3隻 1隻 20,000円 県下 1漁協

③ 救命胴衣 160着 170着 728,500円 県下 20漁協

④ 救命胴衣用交換ボンベ 15個 31個 31,000円 県下 13漁協

⑤ 操業安全対策機器 5台 0台 0円 申請なし

※助成対象期間は令和元年 10月 1日から令和 2年 9月 30日まで。

（4）衝突等救難対策事業

① 操業中の事故により死亡、又は行方不明となった者の遺族に対して、見舞金の給付を行い、

対象となる 1件の海難事故で死亡した漁業者の遺族に対して見舞金を給付した。
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② 操業中の事故により著しく障害を受けた者に対して、身体障害の等級に応じて見舞金の給付

を行うこととしていたが、対象となる事故の発生はなかった。

③ 操業中に遭難した船舶、乗組員の救出又は捜索のために出動した者に対して、慰労金の給付

を行い、対象となる 1 件の海難事故で遭難した漁船の救助捜索等に出動した者に対して慰

労金を給付した。。

④ 操業中の事故により全損した船舶の船主に対して、見舞金の給付を行うこととしていたが、

対象となる事故の発生はなかった。

⑤ 操業中に遭難した乗組員の遺児(18 才まで)を対象として、申請のあった 1 名に育児育英資

金を給付した。

２．水産資源の保護培養に関する事業 （定款 第 4条第 1項第 2号 関連事業）

（1）水産資源放流助成事業

水産資源の維持増大のため、放流用種苗生産及び種苗放流事業を実施している関係団体に対

して経費の一部を助成した。

（2）浅海等増養殖振興対策事業

岡山県が種苗生産したガザミの種苗を購入した。

（3）中間育成事業

岡山県から尻海、大畠、寄島の 3 カ所の中間育成場と県水産研究所での放流用種苗の中間育

成、配布、及び各中間育成場並びに付帯施設の保守・管理の委託業務を受けて放流用種苗の中

間育成を行い、それぞれ関係機関に配布した。本年度の対象魚種はガザミ、クルマエビ、ヨシ

エビ、オニオコゼであった。

事業実施項目 計画 実績 備考

ガザミ 140万尾 154.0万尾 尻海、寄島

クルマエビ 60万尾 99.1万尾 大畠

ヨシエビ 200万尾 229.3万尾 大畠、水産研究所

オニオコゼ 2.5万尾 4.7万尾 水産研究所

（4）広域資源造成事業

瀬戸内海に面する関係機関が連携体制を構築し、広域種を対象に効率的な栽培漁業を推進す

るため、瀬戸内海海域栽培漁業推進協議会に参画し、国の補助金を受けて実施する「種苗放流

による資源造成支援委託事業」において、サワラ及びトラフグについて、資源の増殖を図るた

めの検討会等に参加した。

３．水産資源の普及啓発及び水産公害の救済対策に関する事業

   （定款 第 4条第 1項第 2号、第 4号 関連事業）

（1）水産資源普及啓発事業

水産資源の保護培養についての普及啓発及び県産水産物の普及を図るため、関係団体が実施

する普及啓発活動に協賛した。
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４．漁場環境の保全に関する事業 （定款 第 4条第 1項第 3号 関連事業）

（1）漁場環境保全事業

(公社)全国漁港漁場協会と一体となって、漁港及び漁場整備開発事業の促進に努めた。

５．法人会計事業

（1）瀬戸内海水産公益法人連絡会

瀬戸内海に面する府県の水産関係法人が、情報交換を目的として持ち回りで開催する連絡会を、

開催幹事県として本県で開催することとしていたが、新型コロナウィルス感染拡大に伴い、開

催を中止し、資料取り纏めのみを行い、関係機関へ配布した。
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当　年　度 前　年　度 増　　減

Ⅰ 資産の部

1 流動資産

(1) 現金預金

1) 現金 0 0 0
2) 中国銀行 普通預金 1459340 8,064,152 15,421,888 △ 7,357,736
3) 農林中金 普通預金 20260 13,265,794 5,573,753 7,692,041

(2) 未収金

1) 未収補助金 0 0 0
2) 未収給付金 0 0 0
3) 未収受託料 3,199,090 3,798,700 △ 599,610
4) その他の未収金 444,400 459,250 △ 14,850

(3) 前払金

1) 社会保険料 0 0 0
2) 労働保険料 8,125 6,782 1,343
3) 有価証券利息 52,602 0 52,602

流動資産合計 25,034,163 25,260,373 △ 226,210

2 固定資産

(1) 基本財産

1) 投資有価証券 691,026,762 569,752,839 121,273,923
2) 農林中金 普通預金 20262 3,079,638 123,247,161 △ 120,167,523
3) 農林中金 定期預金 20260 0 0 0

基本財産合計 694,106,400 693,000,000 1,106,400
(2) 特定資産

1) 退職給付引当資産

中国銀行 普通預金 1467431 4,582,300 4,045,480 536,820
投資有価証券 5,000,000 5,000,000 0

2) 減価償却引当資産

農林中金 普通預金 20261 2,726,035 2,528,420 197,615
特定資産合計 12,308,335 11,573,900 734,435
(3) その他の固定資産

1) 車両運搬具 296,425 494,040 △ 197,615
2) 什器備品 0 0 0
3) リサイクル法預託金 6,540 6,540 0
4) 投資有価証券 10,000,000 10,000,000 0

その他の固定資産合計 10,302,965 10,500,580 △ 197,615
固定資産合計 716,717,700 715,074,480 1,643,220
資産合計 741,751,863 740,334,853 1,417,010

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

(1) 未払金

1) 未払賃金 192,000 200,000 △ 8,000
2) 未払消費税 476,100 604,500 △ 128,400
3) その他未払金 154,718 158,721 △ 4,003

(2) 前受金 0 0 0
(3) 預り金

1) 所得税 0 0 0
2) 住民税 18,700 40,500 △ 21,800
3) 社会保険料 22,839 0 22,839
4) 雇用保険料 0 0 0
5) その他預り金 0 0 0

(4) 賞与引当金 484,400 478,600 5,800
流動負債合計 1,348,757 1,482,321 △ 133,564
2 固定負債

(1) 退職給与引当金 9,582,300 9,045,480 536,820
固定負債合計 9,582,300 9,045,480 536,820
負債合計 10,931,057 10,527,801 403,256

Ⅲ 正味財産の部

1 指定正味財産

(1) 寄付金 678,000,000 678,000,000 0
指定正味財産合計 678,000,000 678,000,000 0
（うち基本財産への充当額） 678,000,000 678,000,000 0
（うち特定資産への充当額） 0 0 0
2 一般正味財産 0

(1) 一般正味財産 52,820,806 51,807,052 1,013,754
一般正味財産合計 52,820,806 51,807,052 1,013,754
（うち基本財産への充当額） 16,106,400 15,000,000 1,106,400
（うち特定資産への充当額） 12,308,335 11,573,900 734,435
正味財産合計 730,820,806 729,807,052 1,013,754
負債及び正味財産合計 741,751,863 740,334,853 1,417,010

科　　　　　　目

　貸　借　対　照　表

令和3年3月31日現在

（単位：円）
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公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引消去 合計

Ⅰ 資産の部

1 流動資産

(1) 現金預金

1) 現金 0 0 0 0 0
2) 中国銀行 普通預金 0 0 8,064,152 0 8,064,152
3) 農林中金 普通預金 0 0 13,265,794 0 13,265,794

(2) 未収金

1) 未収補助金 0 0 0 0 0
2) 未収給付金 0 0 0 0 0
3) 未収受託料 0 0 3,199,090 0 3,199,090
4) その他の未収金 0 0 444,400 0 444,400

(3) 前払金

1) 社会保険料 0 0 0 0 0
2) 労働保険料 0 0 8,125 0 8,125
3) 有価証券利息 0 0 52,602 0 52,602

流動資産合計 0 0 25,034,163 0 25,034,163

2 固定資産

(1) 基本財産

1) 投資有価証券 0 0 691,026,762 0 691,026,762
2) 農林中金 普通預金 0 0 3,079,638 0 3,079,638
3) 農林中金 定期預金 0 0 0 0 0

基本財産合計 0 0 694,106,400 0 694,106,400
(2) 特定資産

1) 退職給付引当資産

中国銀行 普通預金 0 0 4,582,300 0 4,582,300
投資有価証券 0 0 5,000,000 0 5,000,000

2) 減価償却引当資産

農林中金 普通預金 0 0 2,726,035 0 2,726,035
特定資産合計 0 0 12,308,335 0 12,308,335
(3) その他の固定資産

1) 車両運搬具 0 0 296,425 0 296,425
2) 什器備品 0 0 0 0 0
3) リサイクル法預託金 0 0 6,540 0 6,540
4) 投資有価証券 0 0 10,000,000 0 10,000,000

その他の固定資産合計 0 0 10,302,965 0 10,302,965
固定資産合計 0 0 716,717,700 0 716,717,700
資産合計 0 0 741,751,863 0 741,751,863

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

(1) 未払金

1) 未払賃金 0 0 192,000 0 192,000
2) 未払消費税 0 0 476,100 0 476,100
3) その他未払金 0 0 154,718 0 154,718

(2) 前受金 0 0 0 0 0
(3) 預り金

1) 所得税 0 0 0 0 0
2) 住民税 0 0 18,700 0 18,700
3) 社会保険料 0 0 22,839 0 22,839
4) 雇用保険料 0 0 0 0 0
5) その他預り金 0 0 0 0 0

(4) 賞与引当金 0 0 484,400 0 484,400
流動負債合計 0 0 1,348,757 0 1,348,757
2 固定負債

(1) 退職給与引当金 0 0 9,582,300 0 9,582,300
固定負債合計 0 0 9,582,300 0 9,582,300
負債合計 0 0 10,931,057 0 10,931,057

Ⅲ 正味財産の部

1 指定正味財産

(1) 寄付金 0 0 678,000,000 0 678,000,000
指定正味財産合計 0 0 678,000,000 0 678,000,000
（うち基本財産への充当額） 0 0 678,000,000 0 678,000,000
（うち特定資産への充当額） 0 0 0 0 0
2 一般正味財産

(1) 一般正味財産 0 0 52,820,806 0 52,820,806
一般正味財産合計 0 0 52,820,806 0 52,820,806
（うち基本財産への充当額） 0 0 16,106,400 0 16,106,400
（うち特定資産への充当額） 0 0 12,308,335 0 12,308,335
正味財産合計 0 0 730,820,806 0 730,820,806
負債及び正味財産合計 0 0 741,751,863 0 741,751,863

科　　　　　　目

　貸　借　対　照　表　内　訳　表

令和3年3月31日現在

（単位：円）
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1. 継続事業の前提に関する注記

2. 重要な会計方針
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

(2) 固定資産の減価償却の方法
①車輌運搬具・・・旧定額法による。
②什器備品・・・定額法による。

(3) 引当金の計上基準
①

②

(4) 消費税等の会計処理

3. 会計方針の変更
(1)

(2)

4.

（単位：円）

5. 引当金の明細
引当金の明細の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

6. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

（単位：円）

7.

退職給付引当金・・・職員の退職給付に備えるために当期末自己都合退職による要支給額に相当する額を
計上している。

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

平成23年度から、「新公益法人会計基準」（平成20年4月11日　内閣府公益認定等委員会）による新会計基準
に移行している。

満期保有目的の債券の評価方法について、平成27年度取得分より利息法による償却原価法を適用することに
変更している。この変更は、債券市場で「既発債で債券金額より低い価格での債券取得」が困難になったことに
より、「債券購入時の銘柄候補の選定基準」を見直したことに伴い実施するものである。

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

特記する事項は無し。

満期保有目的の債券・・・利息法による償却原価法。（平成26年度以前取得分は総平均法による原価法。）

賞与引当金・・・職員の賞与支給に備えるために支給見込額の当期負担相当額及び法定福利費を計上して
いる。

科　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　基本財産

投資有価証券 569,752,839 121,273,923 0 691,026,762
定期預金 0 0 0 0
普通預金 123,247,161 0 120,167,523 3,079,638

小　　　　計 693,000,000 121,273,923 120,167,523 694,106,400
　特定資産

退職給付引当資産 9,045,480 536,820 0 9,582,300
減価償却引当資産 2,528,420 197,615 0 2,726,035

小　　　　計 11,573,900 734,435 0 12,308,335
合　　　　計 704,573,900 122,008,358 120,167,523 706,414,735

科　　　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高

484,400
退職給与引当金 9,045,480 536,820 0 0 9,582,300

目的使用 その他

賞与引当金 478,600 484,400 478,600 0

　基本財産

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科　　　　目 当期末残高 （うち指定正味財産からの充当額） （うち一般正味財産からの充当額） （うち負債に対応する額）

投資有価証券 691,026,762 678,000,000 13,026,762 0
定期預金 0 0 0 0
普通預金 3,079,638 0 3,079,638 0

小　　　　計 694,106,400 678,000,000 16,106,400 0
　特定資産

退職給付引当資産 9,582,300 0 9,582,300 9,582,300
減価償却引当資産 2,726,035 0 2,726,035 0

小　　　　計 12,308,335 0 12,308,335 9,582,300

担保に供している資産は該当なし。

合　　　　計 706,414,735 678,000,000 28,414,735 9,582,300

担保に供している資産
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8. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

9. 保証債務等の偶発債務
保証債務等の偶発債務は該当なし。

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに額面、帳簿価額、時価及び評価損益
満期保有目的の債券の内訳並びに額面、帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。
なお、評価損益は帳簿価額に対する差損益を表示している。

（単位：円）

11. 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

12. 指定正味財産から一般正味財産への振替額
指定正味財産から一般正味財産への振替は該当なし。

13. 関連当事者との取引の内容
関連当事者との取引は該当なし。

1. 基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記に記載している。

2. 引当金の明細は、財務諸表に対する注記に記載している。

笠 岡 市 0 11,000 11,000

第175回利付国債(20年) 120,000,000 121,106,400 120,540,840 △ 565,560

　委　託　料

合　　　　　　　　計 708,000,000 706,026,762

合　　　　　　　　計 0 27,406,090 27,406,090 0

岡 山 県 漁 業 協同
組 合 連 合 会

0 50,000 50,000 0

0 10,000 10,000

第165回利付国債(20年) 100,000,000 97,686,842 101,692,800 4,005,958

玉 野 市 0 10,000 10,000 0

瀬 戸 内 市 0 10,000 10,000 0
沿整沿構事業負担金 備 前 市 0 11,000 11,000 0

岡 山 市 0 10,000 10,000 0

浅 口 市 0 10,000 10,000 0
0

0

倉 敷 市

浅海等増養殖振興対策事
業負担金

岡 山 県 漁 業 協同
組 合 連 合 会

0 3,300,000 3,300,000 0

　負　担　金

漁業操業安全等対策事業
救済事業給付金

( 一 財 ) 中 央 漁 業

操 業 安 全 協 会
0 525,000 525,000 0

漁業操業安全等対策事業
一般事業給付金

( 一 財 ) 中 央 漁 業

操 業 安 全 協 会
0 2,260,000 2,260,000 0

　助　成　金

中間育成事業費 岡　　山　　県 0 21,199,090 21,199,090 0

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

第328回利付国債(10年) 5,000,000 5,000,000 5,072,480 72,480
755,022,685 48,995,923

補助金等の名称 交　付　者

第130回利付国債(20年) 10,000,000 10,000,000 11,743,400 1,743,400
　その他の固定資産

第164回利付国債(20年) 183,000,000 182,233,520 186,351,645 4,118,125
第387回大阪府公募公債(10年) 10,000,000 10,000,000 10,168,760 168,760

第333回利付国債(10年) 60,000,000 60,000,000 61,313,760 1,313,760

第130回利付国債(20年) 120,000,000 120,000,000 140,920,800 20,920,800
第121回利付国債(20年) 100,000,000 100,000,000 117,218,200 17,218,200

　基本財産

合　　　　計 3,145,865 2,651,825 197,615 296,425

　基本財産 額　　　　　面 帳　簿　価　額 時　　　　　価 評　価　損　益

　車輌運搬具

車輌1台、トラクターほか 3,145,865 2,651,825 197,615 296,425

科　　　　目 取得価額 前期減価償却累計額 当期償却額 当期末残高

附 属 明 細 書
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